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〔平成20年4月1日改正の概要〕 
◎ 主な改正点 

(1) バリアフリー新法の基準より低いものを同水準に引き上げ 

 ① 建築物（一部）のエレベーター 

奥行き 135 センチメートル以上、床面積 1.83 平方メートル以上 

→奥行き 135 センチメートル以上、かご幅 140 センチメートル以上 

 ② 公園の出入口 

有効幅員 90 センチメートル以上→有効幅員 120 センチメートル以上 

(2) これまで「望ましい水準」としていたものをバリアフリー新法に合わせて義務化 

 ① 建築物（一部）、公園、公共交通機関の施設に設置する便所 

⇒水洗器具（オストメイト対応トイレ）の設置の義務化 

 ② 公共交通機関の施設に設置する案内標示 

⇒運行情報提供設備、案内図等の設置の義務化 

 

(3) 市民の皆さんからいただいた御意見等 

● 視覚障害者誘導用ブロックの敷設について 

  施行規則では、建築物（一部）の出入口を案内するため、歩道上から視覚障害者誘導用ブロック

の敷設を規定しています。旧基準では、敷設を求められる建築物が多いため、車いす使用者、ベビ

ーカーを利用される方、携帯用酸素ボンベを利用される方などから通行に支障をきたすとの御意見

があり、また、視覚障害者の方からも、建物の区別がつきにくいとの御意見がありました。そこで、

これらの御意見を反映し、必要な建築物のみに敷設するよう整理しました。 

【新たに敷設が義務化される施設】床面積 300 平方メートル未満の金融機関等の施設 

【敷設の必要がなくなる主な施設】理容所、美容所、飲食店、サービス店舗等 

 

 

※ 改正後の施行規則（新基準）の詳細な資料については、本市ホームページにてご覧いただけます。 

 

ホームページアドレス 

http://www.city.yokohama.jp/me/kenkou/chifuku/fukumachi/jorei/kaisei/kisoku4.html 

  

 

４ 条例のあらまし 
（以下、略） 
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5 条例の対象となる施設 
一般都市施設・指定施設については次表のとおりです。 

 

条例の対象となる施設 
(1) 建築物 

区   分 一 般 都 市 施 設 指 定 施 設 

１ 官公庁施設 

 

多数の市民を対象とした行政サービスを行う窓口を有す

る施設、市役所、区役所、行政サービスコーナー、保健所、

県庁舎、警察署、税務署、地方法務局、裁判所、社会保険

事務所、公共職業安定所等 

すべての施設 

２ 福祉施設（その1） 

 

１ 障害者支援施設 

２ 福祉ホーム 

３ 身体障害者社会参加支援施設

４ 老人福祉施設 

５ 介護老人支援施設 

６ 地域ケアプラザ、デイサービス施設、有料老人ホーム

すべての施設 

３ 福祉施設（その２） １ 児童福祉施設 

２ 保護施設 

３ 授産施設 

すべての施設 

４ 病院 病院（ベット20床以上の収容施設を有するもの） すべての施設 
５ 診療所（患者の収容施設

があるものに限る。） 

診療所（患者の収容施設があるものに限る。） すべての施設 

６ 診療所（患者の収容施設

がないものに限る。） 

診療所（患者の収容施設がないものに限る。） すべての施設 

７ 助産所 助産所 すべての施設 
８ その他の医療施設 １ 鍼灸院、指圧マッサージ所、接骨院等 

２ 薬局（調剤を行わない医薬品店舗は「17 物販店舗」

とする） 

すべての施設 

９ 教育施設 １ 小学校、中学校、高等学校、高等専門学校、大学、特

別支援学校、幼稚園、専門学校、予備校、専修学校、

各種学校 

２ 自動車教習所 

すべての施設 

10 文化施設 １ 図書館 

２ 博物館、美術館、水族館、動物園等 

３ 郷土資料館等（登録博物館以外の博物館類似施設） 

すべての施設 

11 集会施設 不特定かつ多数の者が集会等のために利用する施設 

１ 斎場、結婚式場、火葬場、（式場がない場合を除く）、

霊堂（式場がない場合を除く） 

２ 地区センター、コミュニティハウス 

３ 公会堂、区民文化センター、貸ホール 

すべての施設 

12 休憩所 １ 公園の休憩所 

２ 高速自動車国道及び自動車専用道路のサービスエリ

ア等 

すべての施設 

13 金融機関等の施設 金融機関の営業の用に供する施設 

１ 銀行営業所、農協事務所、証券会社営業所、信用金庫

事務所、労働金庫事務所 

２ 郵便貯金の窓口業務を行う施設

すべての施設 

14 公益事業施設 公益性の高い事業の営業の用に供する施設（専ら保守、管

理等の用に供する施設は除く） 

１ ガス事業の営業所及び事務所 

２ 電力事業の営業所及び事務所 

３ 電気通信事業の営業所及び事務所 

４ 水道事業の営業所及び事務所 

すべての施設 

15 理容所・美容所 １ 理容院 

２ 美容院 

すべての施設 

16 地下街 地下街 すべての施設 
17 物品販売業を営む店舗 物品販売を主用途とする店舗、百貨店、スーパーマーケッ

ト、ガソリンスタンド、ディーラーのショールーム・自動

車整備工場（別棟は「26 工場」区分とする）、コンビニ

等 

300㎡以上の施設 
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区   分 一 般 都 市 施 設 指 定 施 設 

18 飲食店 飲食を主用途とする店舗（遊興を主とするバー、キャバレ

ー等は除く）喫茶店、食堂、レストラン等 

300㎡以上の施設 

19 サービス店舗 公衆に直接サービスを提供するサービス業を営む店舗 

１ クリーニング取次店（クリーニング工場と一体となっ

た商品の受け取り窓口がある施設を含む） 

２ 旅行代理店の営業所 

３ 質屋の営業所 

４ ビデオレンタル店、CDレンタル店、貸衣装屋 

５ 宅地建物取引業者の事務所、消費者金融営業所、エス

テティックサロン、動物病院、無人ＡＴＭ・ＣＤコー

ナー等 

300㎡以上の施設 

20 興行施設 

 

 

主として演劇、音楽、映画、演芸、スポーツ等を鑑賞・観

覧する目的で不特定かつ多数の人が集合する施設 

１ 劇場、映画館、演芸場、観覧場 

２ 客席を有する運動施設の客席部分 

300㎡以上の施設 

21 遊興施設 マージャン、パチンコ、ゲームその他これらに類する遊技

又は遊興を行わせる施設 

１ パチンコ屋、マージャン屋、ゲームセンター、勝馬投

票券発売所、カラオケボックス、キャバレー、ナイト

クラブ・バー 

２ 遊園地、アミューズメント施設 

300㎡以上の施設 

22 公衆浴場 温湯、温泉等を使用して公衆を入浴させる施設 

銭湯、サウナ風呂、クアハウス、健康ランド等 

1,000㎡以上の施設 

23 運動施設 体育館、ボーリング場、スケート場、水泳場、テニス場、

ゴルフ練習場、フィットネスクラブ 

1,000㎡以上の施設 

24 宿泊施設 １ ホテル、旅館、簡易宿所 

２ 宿泊施設をもつ研修所、保養所等 

1,000㎡以上の施設 

25 展示場 目的をもって資料や商品を展示陳列する施設 

多目的展示場等 

1,000㎡以上の施設 

26 事務所・工場 １ 事務所（土木事務所、公園緑地事務所、開発事務所等

を含む）、学習塾 

２ 工場 

３ 清掃工場、発電所、研究所、検査所、下水処理場、火

葬場（式場がある場合を除く） 

1,000㎡以上の施設 

27 複合施設 雑居ビル 1,000㎡以上の施設 

28 路外駐車場 道路の路面外に設置される駐車場のうち建築物となるも

の（月極駐車場は除く、時間貸し駐車場は含む） 

1,000㎡以上の施設 

29 共同住宅 共同住宅、寄宿舎、母子生活支援施設、グループホーム 1,000㎡以上の施設 

30 公衆便所 公衆便所（公園内の便所は除く） すべての施設 

 
注）指定施設の面積は、用途に供する部分の床面積の合計を現します。 

 

 

(２) 道路 

（以下、略） 
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表－１ 建築物整備基準適用一覧 

整 備 項 目 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ 11 12 13 14 15 16 17 18 19

区 分 
用途に供する部分の 

床面積の合計 

敷
地
内
通
路 

駐
車
場 

外
部
出
入
口 

廊
下 

居
室
の
出
入
口 

階
段 

傾
斜
路 

手
す
り 

エ
レ
ベ
ー
タ
ー 

※1 

便
所
（
そ
の
１
） 

便
所
（
そ
の
２
） 

浴
室
、
シ
ャ
ワ
ー
室
及
び
更
衣
室 

客
室 

客
席
及
び
舞
台 

案
内
標
示 

視
覚
障
害
者
の
安
全
か
つ
円
滑
な
利
用
に 

必
要
な
設
備 

聴
覚
障
害
者
の
安
全
か
つ
円
滑
な
利
用
に 

 

必
要
な
設
備 

警
報
設
備
及
び
避
難
口
誘
導
灯 

附
帯
設
備 

300 平方メートル未満のもの ○○○○○○○○○○○○

  

○○ ○ 

 

○

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○○○○○○○○○○○○

  

○○ ○ 

 

○1 官公庁施設 

1,000 平方メートル以上のもの ○○○○○○○○○○○○

  

○○ 

※２

○

 

○

300 平方メートル未満のもの ○○○○○○○○○○○○

  

○○ ○ 

 

○

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○○○○○○○○○○○○

  

○○ ○ 

 

○
2 福祉施設 

（その 1） 

1,000 平方メートル以上のもの ○○○○○○○○○○○○

 

○○○ 

※２

○ ○○

300 平方メートル未満のもの ○○○○○○○○○○○○

  

○○ 

  

○

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○○○○○○○○○○○○

  

○○ 

  

○
3 福祉施設 

（その 2） 

1,000 平方メートル以上のもの ○○○○○○○○○○○○

  

○○ 

※２

○ ○○

300 平方メートル未満のもの ○○○○○○○○○○○○

  

○○ ○ 

 

○

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

  

○ ○ ○ 

 

○ 4 病院 

1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

  

○ ○ 

※２

○ ○ ○ 

300 平方メートル未満のもの ○○○○○○○○○○○○

  

○

    

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○○○○○○○○○○○○

  

○

   

○

5 診療所（患者

の収容施設が

あるものに限

る。） 1,000 平方メートル以上のもの ○○○○○○○○○○○○

  

○○ 

※２

○ ○○

300 平方メートル未満のもの ○

 

○

   

○○

  

○

   

○

    

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○○○○○○○○○○○○

  

○

   

○

6 診療所（患者

の収容施設が

ないものに限

る。） 1,000 平方メートル以上のもの ○○○○○○○○○○○○

  

○○ 

※２

○ ○○

300 平方メートル未満のもの ○○○○○○○○○○○○

  

○

    

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○○○○○○○○○○○○

  

○

   

○7 助産所 

1,000 平方メートル以上のもの ○○○○○○○○○○○○

  

○○ 

※２

○

 

○

300 平方メートル未満のもの ○ ○ ○ ○ ○    ○  

  

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○  

  

○
8 その他の医療

施設 

1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○
※２

○

 

○

300 平方メートル未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    ○  

 

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    ○  

 

○
9 教育施設 

 
1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○

 

○○

※8 

※8 

※8 

※8 
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整 備 項 目 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ 11 12 13 14 15 16 17 18 19 

区 分 
用途に供する部分の 

床面積の合計 

敷
地
内
通
路 

駐
車
場 

外
部
出
入
口 

廊
下 

居
室
の
出
入
口 

階
段 

傾
斜
路 

手
す
り 

エ
レ
ベ
ー
タ
ー 

※1 

便
所
（
そ
の
１
） 

便
所
（
そ
の
２
） 

浴
室
、
シ
ャ
ワ
ー
室
及
び
更
衣
室 

客
室 

客
席
及
び
舞
台 

案
内
標
示 

視
覚
障
害
者
の
安
全
か
つ
円
滑
な
利
用

に
必
要
な
設
備 

聴
覚
障
害
者
の
安
全
か
つ
円
滑
な
利
用

に
必
要
な
設
備 

警
報
設
備
及
び
避
難
口
誘
導
灯 

附
帯
設
備 

300 平方メートル未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○   ○

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○  

  

○
10 文化施設 

 

1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○
※２

○

 

○

300 平方メートル未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○     

  

○

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    
 

 

  

○11  集会施設 

1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○
※２

○ ○○

300 平方メートル未満のもの ○ ○ ○ ○ ○       ○

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       ○12 休憩所 

1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○
※２

○ ○

300 平方メートル未満のもの ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○ ○

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    ○ ○ ○
13 金融機関等の 

  施設 

1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○
※２

○ ○

300 平方メートル未満のもの ○ ○ ○ ○ ○      

  

○

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○      

  

○14 公益事業施設 

1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    ○ ○
※２

○

 

○

300 平方メートル未満のもの ○ ○ ○ ○ ○      

 

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○     

 15 理容所・ 

美容所 
1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○  

  

300 平方メートル未満のもの ○ ○ ○ ○ ○    ○   ○

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○    ○   ○16 地下街 

1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    ○   ○ ○

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○      17 物品販売業を

営む店舗 1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○  ○ ○

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○      
18 飲食店 

1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○   ○ ○

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○      
19 サービス店舗 

1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○   ○

 

 

  

※６

※６

※６

※７

※７

※７

※8 

※8 

※8 

※8 

※8 
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整 備 項 目 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ 11 12 13 14 15 16 17 18 19 

 
 
 
 
 
 

区 分 用途に供する部分の 
床面積の合計 

敷
地
内
通
路 

駐
車
場 

外
部
出
入
口 

廊
下 

居
室
の
出
入
口 

階
段 

傾
斜
路 

手
す
り 

エ
レ
ベ
ー
タ
ー 

※1 

便
所
（
そ
の
１
） 

便
所
（
そ
の
２
） 

浴
室
、
シ
ャ
ワ
ー
室
及
び
更
衣
室 

客
室 

客
席
及
び
舞
台 

案
内
標
示 

 
視
覚
障
害
者
の
安
全
か
つ
円
滑
な
利
用

に
必
要
な
設
備 

聴
覚
障
害
者
の
安
全
か
つ
円
滑
な
利
用

に
必
要
な
設
備 

警
報
設
備
及
び
避
難
口
誘
導
灯 

附
帯
設
備 

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○    
20 興行施設 

1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ 
※２

○
○ ○

300 平方ﾒｰﾄﾙ以上 1,000 平方ﾒｰﾄﾙ未満のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○     

 

  
21 遊興施設 

1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○  

 

○ ○

22 公衆浴場 1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○  

 

 ○

23 運動施設 1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○  

 

○ ○

24 宿泊施設 1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  

 

○ ○

25 展示場 1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○  

 

○ ○

26 事務所・工場 1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○
※3

○ ○
※3

○ ○ ○
※4・5

○ ○ ○    ○   ○

27 複合施設 1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○
※3

○
※3

○ ○ ○
※4・5

○ ○ ○    ○   ○ ○

28 路外駐車場 1,000 平方メートル以上のもの ○ ○ ○ ○○ ○○ ○ ○○ ○ ○   ○   ○

29 共同住宅 1,000 平方メートル以上のもの ○ ○
※3

○ ○
※3

○ ○ ○
※4・5

○       

30 公衆便所 すべての施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○    ○  

 

（備考） 

○印は、整備項目の欄に掲げるものが、当該各項に掲げる区分の建築物にそれぞれ適用されるものであることを示す。 

※１ 別表第 5 の 9 の項(4)に規定する整備基準は、用途に供する部分の床面積(別表第 1 1 建築物の部 27 の項に掲げる施設にあっては、別表第 1 

1建築物の部26の項及び29の項に掲げる施設の用途に供する部分の床面積を除いた床面積)の合計が2,000平方メートル未満の施設については、

適用しない。 

※２ 別表第 5の 17 の項(3)に規定する整備基準は、用途に供する部分の床面積の合計が 1,000 平方メートル以上の施設に適用する。 

※３ 別表第 1 1 建築物の部 26 の項、27 の項及び 29 の項に掲げる施設については、別表第 5の 4の項(2)ア及び 6の項(5)に定める構造に係る整備

基準は、適用しない。 

※４ 別表第 1 1 建築物の部 26 の項、27 の項及び 29 の項に掲げる施設に係る別表第 5 の 9 の項に規定する整備基準は、階数が 4 以上(専ら倉庫、

機械室その他これらに類するものの用に供する階を除く。)の施設について適用する。 

※５ 別表第 1 1 建築物の部 26 の項、27 の項(26 の項及び 29 の項に掲げる施設のみで構成される施設に限る。)及び 29 の項に掲げる施設について

は、別表第 5の 9の項(3)及び(4)に定める構造に係る整備基準は、車いす利用が可能なエレベーターを設置する場合に限り、適用しない。 

※６  別表第 1 1 建築物の部 12 の項、14 の項、16 の項、26 の項及び 27 の項に掲げる施設に係る別表第 5 の 2 の項に規定する整備基準は、機械

式駐車場のみを設置する場合に限り、適用しない。 

※７ 別表第 1 1 建築物の部 12 の項、14 の項、16 の項、26 の項及び 27 の項に掲げる施設ついては、別表第 5の 10 の項(10)に定める構造に係る整

備基準は、適用しない。 

※８ 別表第 5 の 15 の項に規定する整備基準は、別表第 1 1 建築物の部 6 の項（用途に供する部分の床面積の合計が 300 平方メートル未満の施設

に限る。）、8の項（用途に供する部分の床面積の合計が 300 平方メートル未満の施設に限る。）、9の項（用途に供する部分の床面積の合計が 1,000

平方メートル未満の施設に限る。）、12 の項、14 の項、16 の項、26 の項及び 27 の項に掲げる施設については、適用しない。ただし、これらの施

設に案内標示を設置する場合にあっては、別表第 5の 15 の項に規定する整備基準を遵守しなければならない。 
 

 

 

 

 

※６

※６

※７

※７

※8 

※8 



長方形



８ 事務手続きの流れ 
 (1) 手続きフロー 

建築物の手続きフローについては、次のとおりです。 

表－３ 協議手続きの流れ 

 

＜指定施設整備者＞ 

建築確認事務 

＜建築・宅地指導センター

建築審査課＞ 

＜指定確認検査機関＞

福祉のまちづくり条例事務

＜建築・宅地指導センター

建築環境課＞ 

   

計  画  立  案

建 築 相 談 に 伴 う

条 例 の 周 知 事  前  相  談

指 定 施 設 新 設 等

事 前 協 議 書 作 成

内 容 審 査

指 導 ・ 助 言設 計 変 更

適合 不適合

協議終了通知書交付

内 容 審 査

確 認 済 証 交 付

完了検査申請書及び

工事完了届出書作成

（適合証交付請求書作成） 完了検査申請書受理

検 査

検 査 済 証 交 付検 査 済 証 受 領

工 事 完 了 届 出 書

受 理

（適合証交付請求書受理）

検 査

(整備基準適合証交付) 

表 示 板 交 付表 示 板 受 理 ・ 掲 示

工 事 着 工 ・ 施 工

確 認 申 請 書 受 理

確 認 申 請 書 作 成

指 定 施 設 新 設 等

事 前 協 議 書 受 理

設 計 図 作 成

(整備基準適合証受領)

※適合証交付請求は任意 
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(2) 事前協議書等について 

ア 指定施設新設等（変更）事前協議書＜第４号様式＞ 

定に基づき、指定施設の新設又は改修を行おうとする指

長と協議するよう規定して

い

① 

をしようとする日の40日前 する指定施設のうち、用途に供する部分の

条例第22条第１項の規

定施設整備者は、次の期限までに第４号様式により、市

ます。 

建築基準法の規定に基づく確認申請 建築基準法の規定に基づく確認申請を要

床面積の合計が1,000㎡以上のもの 

② 確認申請

をしようとする日の30日前 分の

 建築基準法の規定に基づく 建築基準法の規定に基づく確認申請を要

する指定施設のうち、用途に供する部

床面積の合計が1,000㎡未満のもの 

③ の30日前  工事に着手しようとする日 ①②以外の指定施設 
※ 事前協議書の提出前に「事前相談」を手続きフローで予定 ださい。 

特 で は、数回にわたって

施

掲載し、障害者・高齢者等の利用をより一層促進していきますので、ご協

新設等（変更）事前協議書を受理して以降、整備基準に照らし内容の審

含め指定施設整備者と協議を行います。届

出

ウ 了の届出＜第６号様式＞ 

り工事完了届出書を提出してください。 

エ 

書の提出前に、建築物は、まちづくり調整局建築・宅地指導センタ

していますので、窓口へ問い合わせ等を行ってく

に、大規模施設（建設の構想から確認申請に至るま

事前相談を必要とする場合があります。 

の間が複数年を要するもの）にあって

※ 条例第26条に規定する「表示板」の交付を受けようと施設整備を計画する指定施設整備者は、施設整備基準に加え、 

行規則別表第11に定める「表示板交付基準」を遵守し、事前協議書の提出時に申し出てください。（表示板交付施

設については横浜市関係の広報・ＰＲ紙に

力を願います。） 

イ 指導・助言、協議終了通知書の交付 

指定施設

査を行います。その過程で指導・助言を

書ではなく協議書としたことは、条例第４条各項に規定した事業者の責務にある

とおり、横浜市と指定施設整備者との合意に基づき施設整備をすすめることにより

ます。 

（なお、内容審査から協議終了通知書の交付まで通常14日程度を要します。） 

 工事完

条例第23条の規定に基づき、指定施設整備者は、当該協議に係る工事を完了し

たときは、速やかに第６号様式によ

完了検査等 

現地で完了検査を行う指定施設は、表示板交付予定施設と次の施設です。 

工事完了届出

ー建築環境課、道路、公園、公共交通機関の施設は健康福祉局福祉保健課へ連絡を

願

改築を行った次の建築物のうち、用途に供する部分の床面積の合計が

, 上の施設 

の）、診療所（患者の収容施設がないもの）、助産所、その

他

○

 

る公園 

園法施行令第2条第2項に規定する公園のうち敷地面積が４haを超える 

○ 交通機関の施設 

 ※ 受付は、ま

います。 

○ 建築物 

新築又は

1 000㎡以

官公庁施設、福祉施設（その１）、福祉施設（その２）、病院、診療所（患者

の収容施設があるも

の医療施設、教育施設、文化施設、集会施設、休憩所、金融機関等の施設、公

益事業施設、理容所・美容所、地下街、物品販売業を営む店舗、飲食店、サービ

ス店舗、興行施設、遊興施設、公衆浴場、運動施設、宿泊施設、展示場 

 道路 

 横断歩道橋、地下横断歩道、ペデストリアンデッキ 

○ 公園 

・都市公園法施行令第2条第1項第3号及び第4号に規定す

・都市公

もの 

・港湾環境整備施設である緑地のうち敷地面積が4haを超えるもの 

 公共

 建築物の事前相談、事前協議書、工事完了届出書、適合証交付請求の

ちづくり調整局建築・宅地指導センター建築環境課で、その他の施設の受付は、健

康福祉局福祉保健課で行います。 
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